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（２）河川整備計画（河川法第 16 条の 2） 

〇河川整備計画（河川法第 16条の 2）では、石田基準点の
ⅰ）整備目標 昭和 44年 8月洪水、整備目標流量 4,650 m3/s、
ⅱ）洪水調節流量 550 m3/s、
ⅲ）石田基準点での計画高水流量（河道流量）4,100 m3/s 
  ※計画高水流量（河道流量）4,100 m3/s 
   ＝整備目標流量 4,650 m3/s－洪水調節流量 550 m3/s（設楽ダム）
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≪柄沢祐子氏講演 「豊川の治水計画と治水対策について」≫ 

※国土交通省中部地方整備局河川部河川計画課長 

（１）豊川流域の水害と治水対策の経緯 

（２）霞堤による減災 
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（３）豊川放水路の建設とそれに伴う霞堤の締切 

（４）治水計画の概要 
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〇基本高水は、基準地点石田で 7100 m3/s 
〇堤防のかさ上げや再度の引堤による社会的影響や河道掘削による河川環境への影響を

考慮すると、河道での高水処理可能量は、4100 m3/s程度が限界となる。

〇戦後最大流量（4650 m3/s）が再来しても、河道整備流量（河道掘削による河道断面の
増大）4100 m3/s＋洪水調整施設（設楽ダム）による調節流量 550 m3/sで対応。
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〇下条、賀茂、金沢の各霞堤では、小堤の設置とハザードマップの作成。

 牛川霞堤では築堤による無堤部を解消する（締め切る）。

〇河道内樹木の伐採工事などにより、洪水時の水位低下を図る。
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（５）治水計画で予定している事業の効果 

〇昭和 44年 8月洪水が再来した場合に想定される氾濫被害は、浸水面積 3045ha、浸水
人口 2万 3525人、浸水家屋 6675戸。
〇河川整備計画で予定している事業（※設楽ダムを含む）を実施することで、浸水面積

730ha、浸水人口 3025人、浸水家屋 691戸に氾濫被害を軽減可能。

〇ソフト対策として、ハザードマップの作成や訓練を実施。


